
　一方、自治体等では、多言語による情報の提供が実施されています。滋賀県では、新型コロナウイルス感染症等の
感染症に関するお知らせの多言語化や（公財）滋賀県国際協会による外国人向け情報紙「みみタロウ」の発行などに
より充実を図っています。
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間労働を強いられたり、職種を限定されるということ
があってはなりません。国では、「外国人労働者の雇
用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するため
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　教育の分野においては、日本語がわからない児童・
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　病気になったときのつらさは誰にでも経験があると思います。そんなとき、優しい言葉や励ましほど嬉しいものは
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さと人としての尊厳の大切さを学ぶこととなりました。しかし、2020年（令和2年）から世界的な流行が始まった
新型コロナウイルス感染症では、感染症やその家族だけでなく、治療にあたる医療従事者など周囲の関係者までもが
さまざまな差別や偏見に晒される事態となりました。
　どのような病気を患っても、その人の尊厳が守られ、基本的人権が尊重されるよう、まわりの私たちが病気そのも
のを正しく理解し、支援することが大切です。



　

　しかし、偏見や差別の解消はなかなか進まず、国のハンセン病対策の歴史と責任を明らかにするため、1998年（平

成10年）療養所入所者が熊本地方裁判所に訴訟を起こしました。2001年（平成13年）5月、熊本地方裁判所は原告

勝訴の判決を行い、政府は控訴しないことを決定し、これまでの入所政策の過ちを認めました。その後、同年6月に

は「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」が制定され、ハンセン病元患者の名誉回復と

福祉の増進が図られました。また、2009年（平成21年）4月には「ハンセン病問題基本法」が施行され、毎年6月

22日が「らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日」と定められました。

　さらに、2019年（令和元年）11月には、ハンセン病元患者家族が、偏見と差別の中で家族関係の形成が困難に

なるなど、長年にわたり多大な苦痛を強いられてきたにもかからわず、何ら取組がなされていなかったことへの反省

と補償を明記した「ハンセン病元患者家族に対する補償金の支給等に関する法律」が施行されました。

　2022年（令和4年）5月1日現在で、929人
の人が13か所の国立療養所と1か所の私立療
養所に入所しています。入所者のほとんどが
ハンセン病は治癒していますが、後遺症とし
ての身体障害等のため療養生活を送っていま
す。また、ふるさとへの里帰りに参加したり、
レクリエーションや趣味などを楽しんだり、
療養所内外の交流も盛んに行われています。

　療養所では、安心で快適な療養生活を送る
ための環境整備が進み、現在はかつてハンセ
ン病を患った人々の医療福祉施設に変わりつ
つあります。

　エイズは、1981年（昭和56年）に初めて報告された新しい病気です。ヒトからヒトへ感染する病気であり、感染
症に分類されます。エイズは、この30年ほどの間に急速に世界各国に広がり、2021年(令和3年)末時点でのHIV感

染者数は 3,840万人、2021年(令和3年)におけるAIDS(エイズ)によ る死亡者数は65万人と推定されています。
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新型コロナウイルス感染症とは

新型コロナウイルス感染症に関する様々な人権侵害

　新型コロナウイルス感染症(COVID-19)とは、新型コロナウイルス(SARS-CoV-2)による感染症であり、2019
 年 (令和元年)12月に中国で初めて感染が報告されて以降、全世界に流行が拡大し ました。この感染症は感染者の
口や鼻から、咳、くしゃみ、会話等のときに排出される、ウイルスを含む飛沫またはエアロゾルと呼ばれる更に小
さな水分を含んだ状態の粒子を吸入するか、感染者の目や鼻、口に直接的に接触することにより感染するといわれ
ています。

　令和2年(2020年)1月に国内初の感染者が確認されて以降、感染の拡大に従って、感染者やその家族だけで
なく、医療・福祉従事者、物流など社会機能の維持に必要とされる職業に従事する人々にまで、いわれのない偏見
や差別が広がりました。また、ワクチン接種に関しても、接種しない人が職場で不利な扱いを受けるなど、様々な
人権侵害が発生しています。

国や県の取組

人権侵害を繰り返さないために

　こうした状況の中、令和3年(2021年)2月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律」
が成立し、新型コロナウイルス感染症を含む新型インフルエンザ等の患者等に対する差別的取扱いの防止に係る国
および地方公共団体の責務を定める規定が設けられました。
　これを踏まえ、国では、新型コロナウイルス感染症患者等の人権が尊重され、何人も差別的取扱い等を受けるこ
とがないようにするため、差別的取扱い等の実態把握、患者等に対する相談支援、情報の収集・整理・分析・提供、
広報その他の啓発活動を行うこととしています。
　また、滋賀県でも、新型コロナウイルス感染症に関連する人権侵害の防止を目的とした様々な啓発を実施してい
るほか、人権侵害の被害のあった方からの相談に対応するための専門相談窓口や、人権侵害対応チームの設置等の
対策を実施しています。

　感染症に関しては、これまでからハンセン病患者やその家族、エイズ患者・HIV 感染者などに対する差別や偏見
の歴史が繰り返されてきました。新型コロナウイルス感染症についても、これらの人権侵害と同じ構図のものもあ
れば、医療従事者等への差別のように、過去にはあまり例がなかったものもあります。インターネットの普及など
の情報化の進展が真偽不明の情報の氾濫につながる側面もあり、情報リテラシーの向上が求められています。
　私たちが恐れるべきなのはウイルスそのものであり、感染者などの特定の誰かではありません。
　感染症への不安や恐れをコントロールするためには、正しい情報や知識を得ると同時に、自分自身を客観的にと
らえ、自分にできることや周囲の人など誰かに対する言葉や行動がふさわしいかを冷静に考えてみることが重要で
す。不確かな情報に惑わされず、想像力を働かせて、相手のことを思いやる気持ちをもって行動することを心掛け
ましょう。

新型コロナウイルス感染症を正しく理解する

県に相談があった人権侵害の例(滋賀県人権施策推進課調べ) 

●感染者の個人情報がインターネット掲示板に書き込まれた。
●感染後、自治会内で「引っ越しする」とのデマが流された。 
●子どもの習い事先で、自分(親)が感染したという情報が流された。 
●勤務先からワクチンを接種するよう求められているが、接種しないと配置変更等の不利益を被るおそれがある。

　難病は、原因が不明で治療方法も確立されていない病気です。その種類は数多くあり、法に基づいた医療費助成の
対象となる指定難病でも338疾患あります。

HIV感染者の年齢構成　（厚生労働省/2021年末現在累計）

20歳未満
416人（1.8％）

不明
15人（0.1％）

20～29歳
7,727人（33.2％）

30～39歳
8,021人（34.5％）

40～49歳
4,238人（18.2％）

60歳以上
960人（4.1％）

50～59歳
1,854人（7.9％）

総数

23，231人

　わが国のHIV感染者の報告数は、2021年(令和3年)

末現在、23,231人となり、増加傾向が続いています。

　特に20代以下は全体の約33%、30代も約34%

で、合わせて約70%を占めています。性交渉で感染

するという生殖に関わる疾病であるだけに、エイズの

流行を次世代に持ち越さない対策が必要です。

　昭和20年代には広く蔓延していた結核ですが、結核予防法〈（2007年（平成19年）より感染症法に統合）〉が1951
年（昭和26年）に制定されてに制定され、抗菌剤を用いた治療が普及したこと等により、感染者は急速に減少しました。

　しかし、現在でも高齢者を中心に多くの人が発病しています。これは若いときに感染したものが抵抗力の弱くなる

高齢期に発症するためです。

　結核は、結核菌によって引き起こされる感染症です。咳等の空気感染で感染しますが、感染しても必ず結核を発症
するとは限りません。また、もし感染しても早期に発見し、薬をきちんと飲めば短期間に治すことができるようにな
りました。



新型コロナウイルス感染症とは

新型コロナウイルス感染症に関する様々な人権侵害

　新型コロナウイルス感染症(COVID-19)とは、新型コロナウイルス(SARS-CoV-2)による感染症であり、2019
 年 (令和元年)12月に中国で初めて感染が報告されて以降、全世界に流行が拡大し ました。この感染症は感染者の
口や鼻から、咳、くしゃみ、会話等のときに排出される、ウイルスを含む飛沫またはエアロゾルと呼ばれる更に小
さな水分を含んだ状態の粒子を吸入するか、感染者の目や鼻、口に直接的に接触することにより感染するといわれ
ています。

　令和2年(2020年)1月に国内初の感染者が確認されて以降、感染の拡大に従って、感染者やその家族だけで
なく、医療・福祉従事者、物流など社会機能の維持に必要とされる職業に従事する人々にまで、いわれのない偏見
や差別が広がりました。また、ワクチン接種に関しても、接種しない人が職場で不利な扱いを受けるなど、様々な
人権侵害が発生しています。

国や県の取組

人権侵害を繰り返さないために

　こうした状況の中、令和3年(2021年)2月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律」
が成立し、新型コロナウイルス感染症を含む新型インフルエンザ等の患者等に対する差別的取扱いの防止に係る国
および地方公共団体の責務を定める規定が設けられました。
　これを踏まえ、国では、新型コロナウイルス感染症患者等の人権が尊重され、何人も差別的取扱い等を受けるこ
とがないようにするため、差別的取扱い等の実態把握、患者等に対する相談支援、情報の収集・整理・分析・提供、
広報その他の啓発活動を行うこととしています。
　また、滋賀県でも、新型コロナウイルス感染症に関連する人権侵害の防止を目的とした様々な啓発を実施してい
るほか、人権侵害の被害のあった方からの相談に対応するための専門相談窓口や、人権侵害対応チームの設置等の
対策を実施しています。

　感染症に関しては、これまでからハンセン病患者やその家族、エイズ患者・HIV 感染者などに対する差別や偏見
の歴史が繰り返されてきました。新型コロナウイルス感染症についても、これらの人権侵害と同じ構図のものもあ
れば、医療従事者等への差別のように、過去にはあまり例がなかったものもあります。インターネットの普及など
の情報化の進展が真偽不明の情報の氾濫につながる側面もあり、情報リテラシーの向上が求められています。
　私たちが恐れるべきなのはウイルスそのものであり、感染者などの特定の誰かではありません。
　感染症への不安や恐れをコントロールするためには、正しい情報や知識を得ると同時に、自分自身を客観的にと
らえ、自分にできることや周囲の人など誰かに対する言葉や行動がふさわしいかを冷静に考えてみることが重要で
す。不確かな情報に惑わされず、想像力を働かせて、相手のことを思いやる気持ちをもって行動することを心掛け
ましょう。

新型コロナウイルス感染症を正しく理解する

県に相談があった人権侵害の例(滋賀県人権施策推進課調べ) 

●感染者の個人情報がインターネット掲示板に書き込まれた。
●感染後、自治会内で「引っ越しする」とのデマが流された。 
●子どもの習い事先で、自分(親)が感染したという情報が流された。 
●勤務先からワクチンを接種するよう求められているが、接種しないと配置変更等の不利益を被るおそれがある。

　難病は、原因が不明で治療方法も確立されていない病気です。その種類は数多くあり、法に基づいた医療費助成の
対象となる指定難病でも338疾患あります。

HIV感染者の年齢構成　（厚生労働省/2021年末現在累計）

20歳未満
416人（1.8％）

不明
15人（0.1％）

20～29歳
7,727人（33.2％）

30～39歳
8,021人（34.5％）

40～49歳
4,238人（18.2％）

60歳以上
960人（4.1％）

50～59歳
1,854人（7.9％）

総数

23，231人

　わが国のHIV感染者の報告数は、2021年(令和3年)

末現在、23,231人となり、増加傾向が続いています。

　特に20代以下は全体の約33%、30代も約34%

で、合わせて約70%を占めています。性交渉で感染

するという生殖に関わる疾病であるだけに、エイズの

流行を次世代に持ち越さない対策が必要です。

　昭和20年代には広く蔓延していた結核ですが、結核予防法〈（2007年（平成19年）より感染症法に統合）〉が1951
年（昭和26年）に制定されてに制定され、抗菌剤を用いた治療が普及したこと等により、感染者は急速に減少しました。

　しかし、現在でも高齢者を中心に多くの人が発病しています。これは若いときに感染したものが抵抗力の弱くなる

高齢期に発症するためです。

　結核は、結核菌によって引き起こされる感染症です。咳等の空気感染で感染しますが、感染しても必ず結核を発症
するとは限りません。また、もし感染しても早期に発見し、薬をきちんと飲めば短期間に治すことができるようにな
りました。



クオリティー・オブ・ライフ（QOL）の向上

　「クオリティー・オブ・ライフ」 とはWHO（世界保健機関） が提唱した概念で、わが国で
は高度経済成長の結果、生活の量的なレベルが一応達成されたことから、今後は生活の質を問うべきであるという考
え方が生まれ、1970年代後半から「生命の質」「人生の質」「生活の質」といった側面を包括する概念として使わ
れています。
　入院・療養施設等では、患者や家族の人生観や価値観を尊重し、生命・人生・生活の質的内容を重視するという考
え方になります。プライバシーが保護されることはもちろんのこと、できる限り普段の暮らしに近い療養環境を整備
していくことが必要です。

（QOL、Quality Of Life
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犯罪被害者等基本計画」（最終改定：　　
2021年（令和3年）3月）が策定され、具体的施策が示されました。

援

　そして、2018年(平成30年)4月の「滋賀県犯罪被害者等支援条例」の施行に加え、同年10月に「滋賀県犯罪被

害者等推進計画」(最終改定:令和4年3月)を策定しました。犯罪被害者等が一日も早く平穏な暮らしを取り戻すこと

ができるよう、県民、事業者、関係機関・団体の一人ひとりが犯罪被害者等の置かれている立場を理解し、県民総ぐ

るみにより犯罪被害者等一人ひとりに寄り添ったきめ細かな支援に取り組み、犯罪被害者等を社会全体で支えること

で、安心して暮らしていくことができる滋賀の実現を目指しています。  なお、犯罪被害者等からの相談については、民

間支援団体と連携し、犯罪被害者総合窓口や性暴力被害者総合ケアワン ストップびわ湖「SATOCO」を設置し、相

談支援を実施しています。

サ ト コ


